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図 15 等価速度とエネルギー比

表 1に示した 3caseにおいて、最適化スキーム 2での 4波それぞれ
入力した際の等価速度とエネルギー比を図 15に示す。塑性歪エネル
ギーが増加する原因は、図 13のエネルギースペクトルにおいて 0.1s

から 1.0s で右上がりになることや、図 15 の EV が建物組み合わせに
よって変化することからも分かるように、M 系列より総エネルギー
入力の大きい建物と連結することにより、M 系列が負担するエネル
ギーが増大することにある。例えば case2のように、ダンパーで吸収
する割合、塑性歪エネルギーの割合は周波数特性がない入力のとき
と同じでも、塑性歪エネルギー比は増大している。
周波数特性のある入力に対して、全ての組み合わせで塑性歪エネ
ルギーを低減することはできなかったが、 0.7A MT T < の範囲ではよ
く低減されていて、最適化スキーム 2の有用性を示している。

5. まとめ
本研究では、既存不適格建物の耐震性向上を目標に、隣接して新
築構造物を建てることを想定して、非線形応答する既存建物と線形
応答する新築建物を連結する場合において、連結制振効果を十分発
揮するような新築建物、連結機構の諸特性をパラメータ・スタディ
により導いた。連結時M系列の最大応答変位もしくは塑性歪エネル
ギーが非連結状態と比べもっとも低減するような連結パラメータを
数値計算で探索し、両者の比較検討を行った。また、周波数特性の
ない入力から求めた最適連結パラメータが、周波数特性のある観測
波に対してどれほど連結制振効果を発揮するかの検証を行った。今
回の検討は A 系列を新規建物と仮定し、設計の自由度もあることか
ら、M系列のみの最適化を行い A系列については応答が過大になっ
ていないかを確認した。A 系列まで含めた最適化を今後の課題とし
たい。また、質量比 � が限定範囲での結論であり、今回得られた知
見が適応できる �の上下限についても今後の課題としたい。
得られた主な結論を以下に示す、

（1）最大応答変位が最小になるように連結パラメータを決めた場合、
すべての建物組み合わせで非連結状態と比べて、最大応答変位
比を１以下に低減することができ、その比率は質量比 � に関わ
らず、二棟の固有周期とM系列の塑性化の度合いにのみ依存す
る。しかし、二棟の固有周期がほぼ等しい建物組み合わせでは、
最大応答変位が低減されても塑性歪エネルギーは増大する傾向
が見られた。これは二棟を剛連結することで応答変位は拘束さ
れ、連結ダンパーによるエネルギー吸収が期待できず、入力エ
ネルギーが M 系列に塑性歪エネルギーとして流れたことによ
るものと思われる。

（2）塑性歪エネルギーを最小にするように連結部を決めた場合、非

連結状態と比べた最大応答変位比・塑性歪エネルギー比はとも
に 1 以下に低減することができた。また、その比の値は質量比
�にほぼ関わらず、二棟の固有周期とM系列の塑性化の度合い
にのみ依存する。二棟の固有周期が等しい時には、連結しない
方が有利という結果が出た。 M AT T� の範囲では塑性化の度合
いに関わらず、連結制振効果がよく発揮された、 M AT T� でも
�が 0.5までの応答であれば、よく低減できる。

（3）スペクトル特性のある入力に対しても、最適化スキーム 1より
最適化スキーム 2の方が有利という結果が出た。 M AT T� のよ
うな建物組み合わせでは制振効果がよく発揮されていたが、

M AT T� では制振効果が発揮されていなかった。塑性歪エネル
ギーの増加をもたらす原因は、M系列より総エネルギー入力の
大きい建物との連結がM系列の負担分を増加させ、塑性歪エネ
ルギーでのエネルギー消費が増加することにある。スペクトル
特性のある入力に対しても連結制振効果がある建物組み合わせ
は、概ね 0.7A MT T < の範囲であり、最適化スキーム 2 の有用
性を示している。

非線形応答まで考慮した連結構造物の耐震性を向上させるために
は、塑性歪エネルギーを低減させるように連結特性を決めることが
望ましく、連結効果を最大限に発揮させるような新築建物の諸特性
は、概ね二棟の質量比には関係がなく、 0.7A MT T < の範囲である。
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